
入 札 公 告 
 
次のとおり一般競争入札に付します。 
 令和６年１月４日 
      支出負担行為担当官 
       中部運輸局長  金子 正志 
 
１．競争に付する事項 
（１）業 務 名    自家用電気工作物の保安管理業務 
（２）契 約 期 間    令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで 
（３）履 行 場 所    名古屋市中川区北江町１丁目１－２ 
      愛知運輸支局  他９箇所 
（４）そ の 他    本調達は入札及び契約を電子調達システムで行う案件で

ある。なお、電子調達システムによりがたいものは、発注
者の承諾を得た場合に限り紙入札方式に変えることができ
る。 

 
２．競争参加資格 
（１）予算決算及び会計令（以下「予決令」という。）第７０条及び７１条の規
  定に該当しない者であること 
（２）令和０４・０５・０６年度国土交通省競争参加資格(全省庁統一資格)「役

務の提供等」（営業品目分類「建物管理等各種保守管理」）において、
[Ａ]・[Ｂ]・[Ｃ] ・[Ｄ]等級に格付けされ東海・北陸地域の競争参加資格
を有する者であること。 

（３）電気事業法施行規則第５３条第５項による承認を取り消されていない者で
    あること。 
（４）入札参加申請書（以下「申請書」という。）の提出期限の日から開札まで
  の期間に「国土交通省所管の物品等調達契約に係る指名停止等の取扱いにつ
  いて」（平成 14 年 10 月 29 日付け国官会第 1562 号）に基づく指名停止を受
    けていないこと。 
（５）警察当局から暴力団員が実質的に経営を支配する者又はこれに準ずるもの
  として、国土交通省公共事業等からの排除要請があり、当該状態が継続して
  いる者でないこと。 
（６）中部近畿産業保安監督部に電気保安法人の登録をしていること。 
 
３．入札手続き等 
（１）契約条項を示す場所、入札説明書の交付場所 
   〒460-8528 
   名古屋市中区三の丸二丁目２番１号 
   名古屋合同庁舎第１号館１０階 
   中部運輸局総務部会計課 契約管理係  ℡０５２（９５２）８００４ 
      及び当局ウェブサイト（http://wwwtb.mlit.go.jp/chubu/） 
（２）入札説明書交付期間 
   令和６年１月４日（木）～令和６年１月２２日（月） 
   ９時００分～１６時００分（土・日・祝日を除く） 
（３）参加申請書及び参加承諾願の提出期限及び提出場所 

①電子入札参加申請提出期限 
       令和６年１月２２日（月）１６時００分 

②紙入札参加願提出期限及び提出場所 
       令和６年１月２２日（月）１６時００分 

名古屋市中区三の丸二丁目２番１号 
名古屋合同庁舎第１号館１０階 



   中部運輸局総務部会計課 契約管理係 
 
４．入札、開札の日時及び場所並びに入札書の提出方法 
   入札は、電子調達システムにより行うこと。ただし、発注者の承諾を得た  
   場合、紙により持参または郵送すること。 
（１）電子調達システムによる入札及び紙による入札において郵送等により提出
      する場合の期限 
       令和６年１月３０日（火）１６時００分 
 
（２）紙による入札書提出期限及び場所 
   令和６年１月３１日（水）１０時００分 
       場 所  上記３．（３）②と同じ 
 
（３）開札日時及び場所 
      令和６年１月３１日（水）１０時０５分 
      名古屋市中区三の丸二丁目２番１号 
   名古屋合同庁舎第１号館 
      中部運輸局８階小会議室 

 
５．入札保証金及び契約保証金 
（１）入札保証金   免 除 
（２）契約保証金  免 除 
 
６．契約書等作成の要否 
（１）契約書          要 
（２）違約金に関する特約条項  要 
 
７．電子調達システムのＵＲＬ 
  政府電子調達（ＧＥＰＳ） 
  https://www.geps.go.jp/ 
 
８．その他 
（１）契約手続について使用する言語及び通貨 日本語及び日本国通貨に限る。 
（２）入札の無効 本公告に示した競争参加資格のない者のした入札及び入札に
  関する条件に違反した入札 
（３）落札者の決定方法 予決令第７９条の規定に基づいて作成された予定価格
  の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 
（４）本調達は、入札を電子調達システムで行うものであり、対応についての詳
  細は入札説明書による。 
（５）その他 詳細は入札説明書による。 
（６）本入札に係る落札及び契約締結は、当該業務に係る令和６年度予算が成立
  し、予算示達がなされることを条件とするものである。  
（７）契約締結日までに令和６年度の予算（暫定予算を含む）が成立しなかった
  場合は、契約日は予算が成立した日以降とする。また、暫定予算になった場
  合、全体の契約期間に対する暫定予算の期間分のみの契約とする場合がある。 
 


